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正会員の財務状況等に関する届出書 
 

 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関す

る規則第10条第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

 
 

１.委託会社等の概況 

(１)資本金の額 

 資本金の額：20億円（平成30年11月末現在） 

 会社が発行する株式総数：12,800,000株 

 発行済株式総数：3,850,000株 

 最近５年間における主な資本金の額の増減：該当事項はありません。 

 

(２)会社の機構 

 会社は、10名以内で構成される取締役により運営されます。取締役は、株主総会の決議によって選

任されます。取締役の選任は、議決権を行使することができる総株主の議決権の３分の２以上を有す

る株主が出席し、議決権を行使することができる総株主の議決権の３分の２以上をもってこれを行い

ます。 

 取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとします。補欠として選任された取締役の任期は、前任取締役の任期の満了する時まで

とします。 

 取締役会は、取締役会の決議によって取締役の中から取締役社長、取締役副社長各１名、専務取締

役および常務取締役若干名を選定することができます。また代表取締役は２名とし、取締役社長およ

び取締役副社長がこれに就任します。ただし、取締役副社長を置かない場合、専務取締役から代表取

締役１名を選定することができます。 

 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表取締役が招集し、招集通知は３日前までに

これを発します。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができます。 

 取締役会は、法令または定款に定める事項の他、業務執行に関する重要事項を決定します。その決

議は、取締役の３分の２以上が出席し、その８分の５以上をもって行います。 

 

 

 



 

＜投信運用の意思決定プロセス＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２.事業の内容及び営業の概況 

委託会社は、株式会社住友銀行（現株式会社三井住友フィナンシャルグループ）および大和證券株

式会社（現株式会社大和証券グループ本社）の戦略的提携により1999年４月１日付で、大和投資顧問

株式会社と住銀投資顧問株式会社およびエス・ビー・アイ・エム投信株式会社の三社が合併して設立

された会社です。 
 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信

託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。 

 

平成30年11月末現在、委託会社が運用の指図を行っている投資信託の総ファンド数は、397本であ

り、その純資産総額は、約3,350,309百万円です（なお、親投資信託120本は、ファンド数及び純資産

総額からは除いております。）。 
 

   種類 ファンド数 純資産総額 

  
単位型株式投資信託 21 61,304百万円  

 
追加型株式投資信託 301 3,026,181百万円  

 
単位型公社債投資信託 75 262,823百万円  

  
合計 397 3,350,309百万円  

 

 

３.委託会社等の経理状況 

１．委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大

蔵省令第59号。）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年８月６日内閣府令第52号。）により作成しております。 

また、委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号。）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号。）により作成しております。 

 

２．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

３．委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第46期事業年度（平成29年

４月１日から平成30年３月31日まで）の財務諸表及び、第47期中間会計期間（平成30年４月１日

から平成30年９月30日まで）の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による監査を

受けております。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１）【貸借対照表】                                  （単位：千円） 

  
第45期 第46期 

（平成29年3月31日） （平成30年3月31日） 

資産の部 
 

  

流動資産 
 

  

現金・預金 
 

21,770,643 21,360,895 

前払費用 
 

206,930 204,460 

未収入金 
 

7,453 12,823 

未収委託者報酬 
 

3,291,565 3,363,312 

未収運用受託報酬 
 

 912,489  1,198,432 

未収収益 
 

50,722 41,310 

繰延税金資産 
 

447,651 504,497 

その他 
 

428 7,553 

流動資産計 
 

26,687,885 26,693,285 

固定資産 
 

  

有形固定資産 
 

  

建物 ※1 110,298 75,557 

器具備品 ※1 66,464 122,169 

土地 
 

710 710 

リース資産 ※1 10,562 7,275 

有形固定資産計 
 

188,035 205,712 

無形固定資産 
 

  

ソフトウエア 
 

96,732 73,887 

電話加入権 
 

12,706 12,706 

無形固定資産計 
 

109,439 86,593 

投資その他の資産 
 

  

投資有価証券 
 

6,783,747 10,257,600 

関係会社株式 
 

956,115 956,115 

従業員長期貸付金 
 

1,546 1,170 

長期差入保証金 
 

511,637 534,699 

出資金 
 

82,660 82,660 

繰延税金資産 
 

523,217 536,754 

その他 
 

192 － 

貸倒引当金 
 

△20,750 △20,750 

投資その他の資産計 
 

8,838,366 12,348,249 
    



 

固定資産計 
 

9,135,840 12,640,555 

資産合計  35,823,726 39,333,840 

 

 

(単位：千円) 

  
第45期 第46期 

（平成29年3月31日） （平成30年3月31日） 

負債の部 
 

  

流動負債 
 

  

リース債務 
 

3,524 3,143 

未払金 
 

61,012 29,207 

未払手数料 
 

1,419,878 1,434,393 

未払費用 
 

1,150,008 1,287,722 

未払法人税等 
 

459,723 1,397,293 

未払消費税等 
 

26,700 135,042 

賞与引当金 
 

1,251,100 1,263,100 

役員賞与引当金 
 

82,900 85,600 

その他 
 

46,283 23,128 

流動負債計 
 

4,501,131 5,658,632 

固定負債 
 

  

リース債務 
 

7,841 4,698 

退職給付引当金 
 

1,482,500 1,540,203 

役員退職慰労引当金 
 

93,560 88,050 

固定負債計 
 

1,583,902 1,632,952 

負債合計 
 

6,085,034 7,291,585 

 



 

 

(単位：千円) 

  
第45期 第46期 

（平成29年3月31日） （平成30年3月31日） 

純資産の部 
 

  

株主資本 
 

  

資本金 
 

2,000,000 2,000,000 

資本剰余金 
 

  

資本準備金 
 

156,268 156,268 

資本剰余金合計 
 

156,268 156,268 

利益剰余金 
 

  

利益準備金 
 

343,731 343,731 

その他利益剰余金 
 

  

別途積立金 
 

1,100,000 1,100,000 

繰越利益剰余金 
 

26,100,773 28,387,042 

利益剰余金合計 
 

27,544,504 29,830,773 

株主資本合計 
 

29,700,773 31,987,042 

評価・換算差額等 
 

  

その他有価証券評価差額金 
 

37,917 55,213 

評価・換算差額等合計 
 

37,917 55,213 

純資産合計 
 

29,738,691 32,042,255 

負債純資産合計 
 

35,823,726 39,333,840 

 

 



 

（２）【損益計算書】                                   （単位：千円） 

  第45期 

（自 平成28年4月1日 

   至 平成29年3月31日） 

第46期 

（自 平成29年4月1日 

   至 平成30年3月31日） 
  

営業収益  
  

運用受託報酬  4,371,647 5,111,757 

委託者報酬  28,124,470 26,383,145 

その他営業収益  64,558 82,997 

営業収益計 
 

32,560,677 31,577,899 

営業費用 
 

  

支払手数料  13,056,474 11,900,832 

広告宣伝費  169,346 93,131 

公告費  2,915 － 

調査費    

  調査費  1,331,709 1,637,364 

委託調査費  3,213,013 2,959,680 

委託計算費  137,135 79,120 

営業雑経費    

通信費  39,943 42,497 

印刷費  501,370 517,371 

協会費  24,788 24,374 

諸会費  2,492 3,778 

その他  109,609 122,930 

営業費用計 
 

18,588,799 17,381,079 

一般管理費 
 

  

給料    

役員報酬  209,010 218,127 

給料・手当  2,852,929 2,809,008 

賞与  129,064 86,028 

退職金  32,873 9,864 

福利厚生費  639,080 647,269 

交際費  22,638 29,121 

旅費交通費  142,966 159,224 

租税公課  174,826 199,255 

不動産賃借料  620,232 622,807 

退職給付費用  217,625 219,724 

固定資産減価償却費  57,699 71,624 



 

賞与引当金繰入額  1,251,100 1,263,100 

役員退職慰労引当金繰入額  38,169 36,130 

役員賞与引当金繰入額  80,300 85,500 

諸経費  564,747 901,001 

一般管理費計 
 

7,033,264 7,357,787 

営業利益 
 

6,938,613 6,839,032 

営業外収益 
 

  

受取配当金  4,517 23,350 

受取利息  675 199 

投資有価証券売却益  6,051 6,350 

業務委託関連引当金戻入  4,000 － 

為替差益  123 － 

その他  5,690 2,831 

営業外収益計 
 

 21,058 32,732 

営業外費用 
 

  

投資有価証券売却損  21,990 5,000 

為替差損  － 1,784 

その他  113 0 

営業外費用計 
 

 22,103 6,784 

経常利益 
 

6,937,568 6,864,980 

税引前当期純利益 
 

6,937,568 6,864,980 

法人税、住民税及び事業税 
 

1,881,549 2,242,775 

法人税等調整額 
 

225,697 △78,014 

法人税等合計 
 

2,107,247 2,164,761 

当期純利益 
 

4,830,321 4,700,218 

 



 

 

（３）【株主資本等変動計算書】  

第45期 （自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）                    （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 24,034,752 

当期変動額       

 剰余金の配当      △2,764,300 

 当期純利益      4,830,321 

 株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

      

当期変動額合計 - - - - - 2,066,021 

当期末残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 26,100,773 

 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
利益剰余金 

合計 

当期首残高 25,478,483 27,634,752 27,182 27,182 27,661,934 

当期変動額      

 剰余金の配当 △2,764,300 △2,764,300   △2,764,300 

 当期純利益 4,830,321 4,830,321   4,830,321 

 株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

  

10,735 10,735 10,735 

当期変動額合計 2,066,021 2,066,021 10,735 10,735 2,076,757 

当期末残高 27,544,504 29,700,773 37,917 37,917 29,738,691 

 

 

  第46期 （自 平成29年4月1日 至 平成30年3月31日）                                      （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 26,100,773 

当期変動額       

 剰余金の配当      △2,413,950 

 当期純利益      4,700,218 

 株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

      

当期変動額合計 - - - - - 2,286,268 

当期末残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 28,387,042 

 



 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
利益剰余金 

合計 

当期首残高 27,544,504 29,700,773 37,917 37,917 29,738,691 

当期変動額      

 剰余金の配当 △2,413,950 △2,413,950   △2,413,950 

 当期純利益 4,700,218 4,700,218   4,700,218 

 株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

  

17,295 17,295 17,295 

当期変動額合計 2,286,268 2,286,268 17,295 17,295 2,303,564 

当期末残高 29,830,773 31,987,042 55,213 55,213 32,042,255 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

注記事項 

重要な会計方針 

1.有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法を採用しております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は総平均法により算出し、評価差額は全部純資産直入法 

により処理しております。）を採用しております。 

時価のないもの 

総平均法による原価法を採用しております。 

2.固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

    定率法を採用しております。ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物について 

  は、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物      15～30年 

  器具備品    4～15年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によって 

  おります。 

(3) リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

3.引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の 

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、社内規定に基づく当事業年度末の要支給額を計上しております。 

これは、当社の退職金は、将来の昇給等による給付額の変動がなく、貢献度、能力及び実績に応じて、 

各事業年度ごとに各人別に勤務費用が確定するためです。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当事業年度末の要支給額を計上して 

おります。 

4.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

  （貸借対照表関係） 

第45期 

（平成29年3月31日） 

第46期 

（平成30年3月31日） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

  建物             454,117千円 

  器具備品           272,531千円 

  リース資産          10,688千円  

2.保証債務 

    被保証者           従業員 

  被保証債務の内容       住宅ローン 

  金額               940千円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

  建物             465,964千円 

  器具備品           266,621千円 

  リース資産           8,719千円  

2.保証債務 

－ 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 第45期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日） 

 1.発行済株式に関する事項                               （単位：千株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 3,850 － － 3,850 

合  計 3,850 － － 3,850 

 

 2.配当に関する事項 

  （1）配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成28年6月23日 

定時株主総会 
普通株式 2,764,300 718 平成28年3月31日 平成28年6月24日 

  

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の

種類 

配当金 

の総額 

（千円） 

配当の 

原資 

１株当た 

り配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

平成29年6月23日 

定時株主総会 

普通 

株式 
2,413,950 

利益 

剰余金 
627 平成29年3月31日 平成29年6月24日 

 

 第46期（自 平成29年4月1日 至 平成30年3月31日） 

 1.発行済株式に関する事項                               （単位：千株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 3,850 － － 3,850 

合  計 3,850 － － 3,850 

 

 2.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成29年6月23日 

定時株主総会 
普通株式 2,413,950 627 平成29年3月31日 平成29年6月24日 

  

 



 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   決議 
株式の

種類 

配当金 

の総額 

（千円） 

配当の 

原資 

１株当た 

り配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

平成30年6月22日 

定時株主総会 

普通 

株式 
2,348,500 

利益 

剰余金 
610 平成30年3月31日 平成30年6月23日 

 

 

(金融商品関係) 

  1.金融商品の状況に関する事項 

 （1）金融商品に対する取組方針 

    当社は、投資運用業及び投資助言・代理業などの資産運用事業を行っております。余裕資金は安全で 

  流動性の高い金融資産で運用し、銀行からの借入や社債の発行はありません。 

    安全性の高い金融商品での短期的な運用の他に、自社ファンドの設定に自己資本を投入しております。 

その自己設定投信は、事業推進目的で保有しており、設定、解約又は償還に関しては、社内規定に従 

っております。 

  （2）金融商品の内容及びそのリスク 

    主たる営業債権は、投資運用業等より発生する未収委託者報酬、未収運用受託報酬であります。 

これらの債権は、全て１年以内の債権であり、そのほとんどが信託財産の中から支払われるため、回 

 収不能となるリスクは極めて軽微であります。 

    未収入金は、当社より他社へ出向している従業員給与等であり、1年以内の債権であります。 

      投資有価証券は、その大半が事業推進目的で設定した投資信託であり、価格変動リスク及び為替変動 

リスクに晒されております。 

    未払手数料は、投資信託の販売に係る支払手数料であります。また、未払費用は、投資信託の運用に 

係る再委託手数料、及び業務委託関連費用であります。 

    これらの債務は、全て１年以内の債務であります。 

 

  （3）金融商品に係るリスク管理体制 

   ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

    当社は、社内規定に従って取引先を選定し、担当部門で取引先の状況を定期的にモニタリングし、 

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 

   ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

    当社は、投資有価証券の一部を除いて、資金決済のほとんどを自国通貨で行っているため、為替の 

変動リスクは極めて限定的であります。 

    投資有価証券のうち自己設定投信については、その残高及び損益状況等を定期的に経営会議に報告 

しております。 

    なお、デリバティブ取引については行っておりません。 

 

   ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

    当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、社内規定に従って手元流動性を維持すること 

により、流動性リスクを管理しております。 

 

 

  2.金融商品の時価等に関する事項 

   貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する 

ことが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（(注2)を参照ください）。 

  

 



 

第45期（平成29年3月31日）                           (単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金・預金 21,770,643 21,770,643 － 

（2）未収委託者報酬 3,291,565 3,291,565 － 

（3）未収運用受託報酬 912,489 912,489 － 

（4）未収入金 7,453 7,453 － 

（5）投資有価証券    

   その他有価証券 6,732,611 6,732,611 － 

資産計 32,714,763 32,714,763 － 

（1）未払手数料 1,419,878 1,419,878 － 

（2）未払費用（*） 891,704 891,704 － 

 負債計 2,311,583 2,311,583 － 

    （*）金融商品に該当するものを表示しております。 

 

第46期（平成30年3月31日）                         (単位：千円)  

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金・預金 21,360,895 21,360,895 － 

（2）未収委託者報酬 3,363,312 3,363,312 － 

（3）未収運用受託報酬 1,198,432 1,198,432 － 

（4）未収入金 12,823 12,823 － 

（5）投資有価証券    

   その他有価証券 10,206,465 10,206,465 － 

資産計 36,141,929 36,141,929 － 

（1）未払手数料 1,434,393 1,434,393 － 

（2）未払費用（*） 959,074 959,074 － 

 負債計 2,393,468 2,393,468 － 

（*）金融商品に該当するものを表示しております。 

 

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資産 

  （1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収運用受託報酬及び（4）未収入金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 

  （5）投資有価証券 

     投資信託であり、公表されている基準価額によっております。また、保有目的ごとの有価 

証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

      

  負債 

 （1）未払手数料、及び（2）未払費用 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 



 

 

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 

                                                             （単位：千円） 

区分 第45期（平成29年3月31日） 第46期（平成30年3月31日） 

（1）その他有価証券   

  非上場株式  51,135  51,135 

（2）子会社株式   

  非上場株式 956,115 956,115 

（3）長期差入保証金 511,637 534,699 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから 

時価開示の対象としておりません。このため、（1）その他有価証券の非上場株式については 

2.（5）投資有価証券には含めておりません。 

 

(注3)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日以後の償還予定額 

     第45期（平成29年3月31日）                              （単位：千円） 

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

現金・預金 21,770,643 － － － 

未収委託者報酬 3,291,565 － － － 

未収運用受託報酬 912,489 － － － 

未収入金 7,453 － － － 

投資有価証券     

その他有価証券の 

うち満期があるもの － 2,222,381 467,133 － 

    合計 25,982,151 2,222,381 467,133 － 

  

     第46期（平成30年3月31日）                                           （単位：千円） 

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

現金・預金 21,360,895 － － － 

未収委託者報酬 3,363,312 － － － 

未収運用受託報酬 1,198,432 － － － 

未収入金 12,823 － － － 

投資有価証券     

その他有価証券の 

うち満期があるもの 1,923,400 373,466 657,576 － 

    合計 27,858,863 373,466 657,576 － 

 

 

（有価証券関係） 

  1.子会社株式 

   第45期（平成29年3月31日） 

    子会社株式（貸借対照表計上額、関係会社株式 956,115千円）は、市場価格がなく、時価を把握する 

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

 

第46期（平成30年3月31日） 

子会社株式（貸借対照表計上額、関係会社株式 956,115千円）は、市場価格がなく、時価を把握する 

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  



 

 

  2.その他有価証券  

第45期（平成29年3月31日）                               （単位:千円） 

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

その他 

証券投資信託の受益証券 

 

 

 

3,882,464 

 

 

 

3,705,555 

 

 

 

176,909 

小計 3,882,464 3,705,555 176,909 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

その他 

証券投資信託の受益証券 

 

 

 

2,850,146 

 

 

 

2,972,404 

 

 

 

△122,257 

小計 2,850,146 2,972,404 △122,257 

合計 6,732,611 6,677,959 54,652 

  （注）非上場株式（貸借対照表計上額 51,135千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが 

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

   第46期（平成30年3月31日）                              （単位:千円） 

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

その他 

証券投資信託の受益証券 

 

 

 

2,522,495 

 

 

 

2,276,821 

 

 

 

245,674 

小計 2,522,495 2,276,821 245,674 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

その他 

証券投資信託の受益証券 

 

 

 

7,683,969 

 

 

 

7,850,063 

 

 

 

△166,093 

小計 7,683,969 7,850,063 △166,093 

合計 10,206,465 10,126,884 79,580 

  （注）非上場株式（貸借対照表計上額 51,135千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが 

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

     

  3.当事業年度中に売却したその他有価証券 

第45期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日） 

                                               （単位:千円） 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他 1,105,918 6,051 21,990 

 

第46期（自 平成29年4月1日 至 平成30年3月31日） 

                                                 （単位:千円） 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他 398,350 6,350 5,000 

 

    



 

（退職給付関係） 

    1.採用している退職給付制度の概要 

     当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度のほか、確定拠出年金制度を採用しております。 

     なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算して 

    おります。 

 

   2.簡便法を適用した確定給付制度 

  （1）簡便法を採用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

                                                                  （単位：千円） 

 

第45期 

（自 平成28年4月1日 

     至 平成29年3月31日） 

第46期 

（自 平成29年4月1日 

     至 平成30年3月31日） 

 退職給付引当金の期首残高 1,546,322 1,482,500 

  退職給付費用 149,442 147,235 

  退職給付の支払額 △213,264 △105,520 

  その他 － 15,987 

 退職給付引当金の期末残高 1,482,500 1,540,203 

  (注) その他は、転籍者の退職給付引当金受入れ額であります。 

 

  （2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

                                                                                   （単位：千円） 

 
第45期 

（平成29年3月31日） 

第46期 

（平成30年3月31日） 

積立型制度の退職給付債務 － － 

 年金資産  －  － 

 － － 

非積立型制度の退職給付債務 1,482,500 1,540,203 

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,482,500 1,540,203 

    

 退職給付引当金 1,482,500 1,540,203 

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,482,500 1,540,203 

 

  （3）退職給付費用 

    簡便法で計算した退職給付費用  第45期 149,442千円  第46期 147,235千円 

 

  3.確定拠出制度 

   当社の確定拠出制度への要拠出額は、第45期は68,183千円、第46期は72,489千円であります。 

   

 



 

（税効果会計関係） 

  1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳   

                                                 (単位：千円) 

 
第45期 

（平成29年3月31日） 

第46期 

（平成30年3月31日） 

(1)流動資産   

繰延税金資産   

     未払事業税 12,099 71,030 

賞与引当金 386,089 386,761 

     社会保険料 29,075 30,549 

未払事業所税 4,693 4,247 

     その他 21,191 11,908 

 繰延税金資産合計 453,148 504,497 

   

  繰延税金負債    

   その他 △5,496 － 

 繰延税金負債合計 △5,496 － 

 繰延税金資産の純額 447,651 504,497 

   

(2)固定資産   

 繰延税金資産   

退職給付引当金 454,152 471,610 

投資有価証券 67,546 67,546 

ゴルフ会員権 11,000 11,000 

役員退職慰労引当金 28,748 26,961 

その他 57,051 62,550 

繰延税金資産小計 618,499 639,668 

  評価性引当額 △ 78,546 △ 78,546 

繰延税金資産合計   539,952   561,121 

   

繰延税金負債   

    その他有価証券評価差額金 △ 16,734 △ 24,367 

  繰延税金負債合計 △ 16,734 △ 24,367 

繰延税金資産の純額   523,217   536,754 

   

 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

第45期及び第46期は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効 

 税率の100分の5以下にあたるため注記を省略しております。 

  

  

（セグメント情報等） 

セグメント情報 

1.  報告セグメントの概要 

    当社は、「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 



 

 

関連情報 

第45期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日） 

1. 製品及びサービスごとの情報 

                                                  （単位：千円） 

 投資信託委託業 投資一任業務 その他 合計 

外部顧客からの営業収益 28,124,470 4,371,647 64,558 32,560,677 

 

2. 地域ごとの情報 

（1）営業収益 

    本邦の顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

    本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、地域ごとの 

有形固定資産の記載を省略しております。 

 

3. 主要な顧客ごとの情報 

     外部顧客からの営業収益のうち、損益計算書の営業収益10％以上を占める相手先がないため、記載は省略 

しております。 

 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

 

第46期（自 平成29年4月1日 至 平成30年3月31日） 

1. 製品及びサービスごとの情報 

                                                  （単位：千円） 

 投資信託委託業 投資一任業務 その他 合計 

外部顧客からの営業収益 26,383,145 5,111,757 82,997 31,577,899 

 

2. 地域ごとの情報 

（1）営業収益 

    本邦の顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

    本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、地域ごとの 

有形固定資産の記載を省略しております。 

 

3. 主要な顧客ごとの情報 

     外部顧客からの営業収益のうち、損益計算書の営業収益10％以上を占める相手先がないため、記載は省略 

しております。 

 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

     該当事項はありません。 

 



 

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

 

(関連当事者との取引) 

第45期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日） 

  兄弟会社等 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金 

(億円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権

等の所

有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 

(千円) 

科目 

期末 

残高 

(千円) 

その他

の関係

会社の

子会社 

大和証

券株式

会社 

東京

都 

千代

田区 

1,000 証券業 － 

当社投資信託

に係る事務代

行の委託等 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払※1 

4,766,199 

未払 

手数

料 

406,661 

その他

の関係

会社の

子会社 

株式 

会社 

三井 

住友 

銀行 

東京

都 

千代

田区 

17,709 銀行業 － 

当社投資信託

に係る事務代

行の委託等 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払※1 

2,372,960 

未払

手数

料 

377,341 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 投資信託に係る事務代行手数料については、商品性格等を勘案し総合的に決定しております。 

※2 上記金額の内、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれています。 

 

第46期（自 平成29年4月1日 至 平成30年3月31日） 

  兄弟会社等 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金 

(億円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権

等の所

有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 

(千円) 

科目 

期末 

残高 

(千円) 

その他

の関係

会社の

子会社 

大和証

券株式

会社 

東京

都 

千代

田区 

1,000 証券業 － 

当社投資信託

に係る事務代

行の委託等 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払※1 

3,987,525 

未払 

手数

料 

573,578 

その他

の関係

会社の

子会社 

株式 

会社 

三井 

住友 

銀行 

東京

都 

千代

田区 

17,709 銀行業 － 

当社投資信託

に係る事務代

行の委託等 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払※1 

1,969,101 

未払

手数

料 

273,241 

   取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 投資信託に係る事務代行手数料については、商品性格等を勘案し総合的に決定しております。 

※2 上記金額の内、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれています。 

 



 

 

（１株当たり情報） 

 第45期 

（自 平成28年4月1日 

     至 平成29年3月31日） 

第46期 

（自 平成29年4月1日 

     至 平成30年3月31日） 

1株当たり純資産額 7,724円34銭 8,322円66銭 

1株当たり当期純利益金額 1,254円63銭 1,220円84銭 

 (注) 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    1株当たりの当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

第45期 

（自 平成28年4月1日 

     至 平成29年3月31日） 

第46期 

（自 平成29年4月1日 

     至 平成30年3月31日） 

 当期純利益(千円) 4,830,321 4,700,218 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 4,830,321 4,700,218 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 3,850 3,850 

 

 

（重要な後発事象） 

当社と三井住友アセットマネジメント株式会社との合併に関する主要株主間での基本合意について 

平成30年5月11日付にて、当社及び三井住友アセットマネジメント株式会社の主要株主である株式会社三井住友

フィナンシャルグループ、株式会社大和証券グループ本社、三井住友海上火災保険株式会社、及び住友生命保険

相互会社が、当社と三井住友アセットマネジメント株式会社との合併に関する基本合意書を締結しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１）中間貸借対照表  （単位:千円） 

  
         当中間会計期間 

          （平成30年9月30日） 

資産の部    

 流動資産    

現金・預金   18,749,227 

前払費用   220,062 

未収入金   134,890 

未収委託者報酬   3,199,531 

未収運用受託報酬   1,318,844 

未収収益   40,355 

その他   3,640 

流動資産計   23,666,551 

  固定資産    

有形固定資産    

建物  ※１ 304,462 

器具備品  ※１ 106,510 

土地   710 

リース資産  ※１ 9,904 

有形固定資産計   421,586 

無形固定資産   103,187 

投資その他の資産    

投資有価証券   11,160,853 

関係会社株式   956,115 

従業員長期貸付金   1,123 

長期差入保証金   534,276 

出資金   82,660 

繰延税金資産   841,341 

その他   945 

貸倒引当金   △ 20,750 

投資その他の資産計   13,556,564 

固定資産計   14,081,338 

資産合計   37,747,889 

 

 



 

 

  （単位：千円） 

  
         当中間会計期間 

          （平成30年9月30日） 

負債の部    

  流動負債    

リース債務   3,727 

未払金    66,584 

未払手数料   1,372,290 

未払費用   1,215,524 

未払法人税等   754,735 

未払消費税等   145,434 

前受収益   43,935 

賞与引当金   566,800 

役員賞与引当金   36,000 

その他   22,639 

流動負債計   4,227,672 

  固定負債    

リース債務   6,965 

退職給付引当金   1,574,978 

役員退職慰労引当金   100,760 

資産除去債務   248,260 

固定負債計   1,930,965 

負債合計   6,158,637 

 

 



 

 

  （単位：千円） 

  
         当中間会計期間 

          （平成30年9月30日） 

純資産の部    

  株主資本    

   資本金   2,000,000 

   資本剰余金    

   資本準備金   156,268 

    資本剰余金合計   156,268 

利益剰余金    

   利益準備金   343,731 

   その他利益剰余金   
  
   

   別途積立金   1,100,000 

   繰越利益剰余金   27,961,448 

  利益剰余金合計   29,405,179 

   株主資本合計    31,561,448 

  評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金   27,803 

  評価・換算差額等合計   27,803 

純資産合計   31,589,252 

負債純資産合計   37,747,889 
 

 

 



 

 

（２）中間損益計算書  （単位:千円） 

  
       当中間会計期間 

         （自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

  営業収益    

委託者報酬   12,879,465 

運用受託報酬   2,302,085 

その他営業収益   34,382 

営業収益計   15,215,933 

  営業費用   8,779,487 

一般管理費  ※１ 3,616,813 

営業利益   2,819,632 

  営業外収益    

受取配当金   14,987 

受取利息   89 

投資有価証券売却益   4,775 

雑収入   635 

営業外収益計   20,488 

  営業外費用   
 
 

投資有価証券売却損   4,300 

為替差損   224 

その他   389 

営業外費用計   4,914 

経常利益   2,835,206 

特別損失  ※２ 21,700 

税引前中間純利益   2,813,506 

法人税、住民税及び事業税   678,594 

法人税等調整額   212,006 

法人税等合計   890,600 

中間純利益   1,922,905 

 



 

 

（３）中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 28,387,042 

当中間期変動額       

 剰余金の配当      △2,348,500 

 中間純利益      1,922,905 

 株主資本以外の項

目の当中間期変動額

（純額） 

      

当中間期変動額 

合計 
－ － － － － △425,594 

当中間期末残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 27,961,448 

 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
利益剰余金 

合計 

当期首残高 29,830,773 31,987,042 55,213 55,213 32,042,255 

当中間期変動額      

 剰余金の配当 △2,348,500 △2,348,500   △2,348,500 

 中間純利益 1,922,905 1,922,905   1,922,905 

 株主資本以外の項

目の当中間期変動額

（純額） 

  △27,409 △27,409 △27,409 

当中間期変動額合計 △425,594 △425,594 △27,409 △27,409 △453,003 

当中間期末残高 29,405,179 31,561,448 27,803 27,803 31,589,252 

 

 



 

 

 注記事項 

（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券 

(1)子会社株式     …総平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定） 

時価のないもの…総平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成28年4月1日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物2年～30年、器具備品4年～15年 

（会計上の見積りの変更） 

当中間会計期間において、当社と三井住友アセットマネジメント株式

会社（以下「ＳＭＡＭ」）との間で合併契約を締結したことに伴い、

将来利用不能となる固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわた

り変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当中間会計期間の営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益はそれぞれ2,226千円減少しております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっており

ます。 

（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお 

ります。 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当中間会計

期間の負担額を計上しております。 

（3）役員賞与引当金 

役員賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額の当中

間会計期間の負担額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、社内規定に基づく当中間会計期間末

の要支給額を計上しております。これは、当社の退職金は、将来の昇

給等による給付額の変動がなく、貢献度、能力及び実績に応じて、各

事業年度ごとに各人別に勤務費用が確定するためです。 

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく

当中間会計期間末の要支給額を計上しております。 

４．その他中間財務諸表作成の 

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 



 

 

（表示方法の変更） 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 平成 30年 2月 16日）を当中間会

計期間の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示する方法に変更しております。 

 

 

（追加情報） 

当社とＳＭＡＭとの間での合併契約の締結について 

当社は、平成 30年 9月 27日開催の当社取締役会において、当社とＳＭＡＭとの間で合併契約を締結する

ことについて決議し、平成 30年 9月 28日付で締結しました。また、平成 30年 10月 31日に当社臨時株主総

会において当該合併契約の承認を得ております。 

 

１．企業結合の概要 

(1)吸収合併存続会社及び吸収合併消滅会社の名称及び事業の内容 

      吸収合併存続会社の名称 三井住友アセットマネジメント株式会社 

事業の内容       投資運用業、投資助言・代理業等 

吸収合併消滅会社の名称 大和住銀投信投資顧問株式会社 

事業の内容       投資運用業、投資助言・代理業等 

 

    (2)企業結合を行う主な理由 

資産運用ビジネスはグローバルに成長拡大しており、お客さまから求められる運用力やサービスはますま

す高度化しております。本件合併は、このようなお客さまからのニーズに対応するために、両運用会社の持

つ強み・ノウハウを結集した、フィデューシャリー・デューティーに基づく最高品質の運用パフォーマンス

とサービスを提供する資産運用会社の実現を図るものであります。 

 

(3)企業結合日 

      平成31年4月1日（予定） 

 

(4)企業結合の法的形式 

      当社を消滅会社とし、ＳＭＡＭを存続会社とする吸収合併方式であります。 

 

(5)結合後企業の名称 

      三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社 

 

   (6)取得企業を決定するに至った主な根拠 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年9月13日)及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成25年9月13日)の考え方に基づ

き、ＳＭＡＭを取得企業としております。 

 

 

２．合併比率及びその算定方法並びに交付予定の株式数 

    (1)合併比率 

      当社の普通株式1株に対し、ＳＭＡＭの普通株式4.2156株を割当て交付いたします。 

 

(2)合併比率の算定方法 

当社はＰｗＣアドバイザリー合同会社を、ＳＭＡＭはＥＹトランザクション・アドバイザリー・サービ

ス株式会社を、合併比率の算定に関する第三者算定機関としてそれぞれ選定し、各第三者算定機関による

算定結果を参考に、両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、合併比率

について慎重に協議を重ねた結果、合併比率が妥当であるとの判断し、合意に至ったものであります。 



 

 

(3)交付株式数 

     普通株式：16,230,060株 

 

 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間（平成30年9月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 781,783千円 

 

 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成30年4月1日  至 平成30年9月30日） 

※１．減価償却実施額 有形固定資産       40,478千円 

無形固定資産       16,211千円 

※２．特別損失 合併関連費用    21,700千円 

 合併関連費用は、当社とＳＭＡＭとの合併に関する業務委託費用等であります。 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成30年4月1日  至 平成30年9月30日） 

 
１．発行済株式に関する事項 

 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末  

 普通株式（千株） 3,850         －        －       3,850  

 
２．配当に関する事項 

  配当金支払額  

 決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 

1株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

 

 平成 30年 6月 22日 

定時株主総会 
普通株式 2,348,500  610 平成 30年 3月 31日 平成30年6月23日 

 

 

 

 



 

 

   （金融商品関係） 

当中間会計期間（平成30年9月30日） 

    金融商品の時価等に関する事項 

平成30年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

     なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。 

     （（注2）をご参照ください。） 

(単位：千円) 

 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金・預金 18,749,227 18,749,227 － 

（2）未収委託者報酬 3,199,531 3,199,531 － 

（3）未収運用受託報酬 1,318,844 1,318,844 － 

（4）未収入金 134,890 134,890 － 

（5）投資有価証券    

   その他有価証券 11,109,717 11,109,717 － 

（6）長期差入保証金 519,765 519,765  

資産計 35,031,976 35,031,976 － 

（1）未払手数料 1,372,290 1,372,290 － 

（2）未払費用 ※ 878,527 878,527 － 

 負債計 2,250,818 2,250,818 － 

     （※） 金融商品に該当するものを表示しております。  

    

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

   資産 

   （1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収運用受託報酬及び（4）未収入金 

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

   （5）投資有価証券 

     投資信託であり、公表されている基準価額によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照くださ

い。 

   （6）長期差入保証金 

敷金の性質及び賃貸借契約の期間から、時価は当該帳簿価額と近似しているため、当該帳簿価額によって

おります。 

 

   負債 

   （1）未払手数料及び（2）未払費用 

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

   (注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 中間貸借対照表計上額 

（1）その他有価証券  

   非上場株式 51,135 

（2）子会社株式  

   非上場株式 956,115 

（3）長期差入保証金 14,511 



 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開

示の対象としておりません。 

 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間（平成30年9月30日） 

1.子会社株式 

子会社株式（中間貸借対照表計上額 関係会社株式956,115千円）は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

 

 

2.その他有価証券 

  （単位：千円） 

区    分 中間貸借対照表計上額 取得原価 差額 

中間貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

証券投資信託の受益証券 5,053,937 4,797,266 256,671 

小計 5,053,937 4,797,266 256,671 

中間貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

証券投資信託の受益証券 6,055,780 6,272,376 △216,596 

小計 6,055,780 6,272,376 △216,596 

合計 11,109,717 11,069,643 40,074 

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額 51,135千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間（平成30年9月30日） 

  デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

（資産除去債務関係） 

当該資産除去債務の総額の増減 

 （単位：千円） 

 

当中間会計期間 

（自 平成30年4月1日 

至 平成30年9月30日） 

期首残高 － 

見積りの変更による増加額（注） 248,260 

中間期末残高 248,260 

    （注）主として本社の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務等について、当中間会計期間において、新たな情報

の入手に伴い合理的な見積りが可能となったため、使用見込期間を当該契約期間と見積り、資産除去債務の金

額を計算しております。なお、割引計算による金額の重要性が乏しいことから、割引前の見積り額を計上して

おります。 

 



 

 

   （セグメント情報等） 

   セグメント情報 

   当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

    当社は、「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 

   関連情報 

   当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

    1.サービスごとの情報 

（単位：千円） 

  投資信託委託業 投資一任業務 その他 合計 

外部顧客からの営業収益 12,879,465  2,302,085 34,382  15,215,933  

 

    2.地域ごとの情報 

    （1）営業収益 

本邦の顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため記載を省略しております。 

    （2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

 

    3.主要な顧客ごとの情報 

外部顧客からの営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記

載を省略しております。 

 

   報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

    当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

     該当事項はありません。 

 

   報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

    当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

     該当事項はありません。 

 

   報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

    当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

     該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１株当たり情報） 

 １株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

項目 
当中間会計期間 

(平成30年9月30日) 

（1）１株当たり純資産額 8,205円 

（算定上の基礎）  

純資産の部の合計額(千円) 31,589,252 

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － 

普通株式に係る中間期末の純資産額(千円) 31,589,252 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末の普通株式の数(千株) 3,850 

 

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

項目 

当中間会計期間 

(自 平成30年4月1日 

至 平成30年9月30日) 

（2）１株当たり中間純利益金額 499円46銭 

（算定上の基礎）   

中間純利益金額(千円) 1,922,905 

普通株式に帰属しない金額(千円) － 

普通株式に係る中間純利益金額(千円) 1,922,905 

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,850 

（注） 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在しないため、記載しており

ません。 

 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

 

公 開 日 平成30年12月20日 

作 成 基 準 日 平成30年12月３日 

 

本 店 所 在 地 東京都千代田区霞が関３－２－1 

お問い合わせ先 経営企画部 

 



独立監査人の監査報告書 
 

平成 30年６月５日 

大和住銀投信投資顧問株式会社 

取締役会 御中 

 

 
有限責任 あずさ監査法人 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 飯 田 浩 司  印 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 梅 津  広   印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられている大和住銀投信投資顧問株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの

第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針

及びその他の注記について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大和住銀投信投資顧問株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

強調事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、平成30年５月11日付にて、会社及び三井住友アセットマネジメ

ント株式会社の主要株主が、会社と三井住友アセットマネジメント株式会社との合併に関する基本合意書を

締結した。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。  

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 



 

 

(注１) 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

(注２) XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 



 

独立監査人の中間監査報告書 
 

平成 30年 12月３日 

大和住銀投信投資顧問株式会社 

取締役会 御中 

 

 
有限責任 あずさ監査法人 

 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 飯 田 浩 司  印 

 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 佐 藤 栄 裕  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられている大和住銀投信投資顧問株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの

第47期事業年度の中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記に

ついて中間監査を行った。 

 

中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準

拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有

用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得る

ために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監

査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は

誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見

表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査

手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中

間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大和住銀投信投資顧問株式会社の平成30年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 

強調事項 

追加情報に記載されているとおり、会社は、平成30年９月27日開催の会社の取締役会において、会社と三

井住友アセットマネジメント株式会社との間で合併契約を締結することについて決議し、平成30年９月28日

付で締結した。また、平成30年10月31日に会社の臨時株主総会において当該合併契約の承認を得ている。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 



 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 

 

 

(注１) 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

(注２) XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。 
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